
　　　はじめに

　意欲ある農業者にとって、経営規模の拡大や経営の多角化などにより経営の改善・発展のチャ

ンスの多い時代となっています。農業経営を着実に改善・発展させるためには、不必要な出費を

省くなどコストに対して細心の注意を払う必要があり、簿記記帳は欠かせません。

　農業者が簿記記帳を始めるきっかけとして、個々の経営実態に応じた納税、節税が図られる青

色申告があります。農業所得者の青色申告者数は、他の事業所得者に比べて普及率は低いものの、

着実に増加しています。それは白色申告者の記帳・帳簿の保存義務化など、青色申告への取り組

みが避けて通れない時代となる一方で、最高55万円の青色申告特別控除（電子申告または電子帳

簿保存を行うと65万円）など青色申告のメリットが充実していることも一因と考えられます。

　平成31年分から導入された収入保険制度をはじめ、各種農業施策の対象として青色申告者を位

置づけるようになっており、青色申告の重要性はますます増しています。令和元年10月から消費

税10％への引き上げとあわせて消費税の軽減税率制度が実施され、令和５年10月からは適格請求

書等保存方式（インボイス制度）が導入されることから、簿記記帳についても消費税を十分に意

識して変えていく必要があります。

　本書は、これから青色申告を始めようとする農業者のために、青色申告制度から確定申告まで

をやさしく解説した入門書として作成しています。すでに青色申告をしている経営者にも、きち

んと記帳・申告するために必要な事項を集約しています。

　今回の改訂では「令和３年度所得税の改正のあらまし」などの最新情報を盛り込んだほか、農

業経営基盤強化準備金の制度改正を反映。確定申告書等の様式変更に伴う記載例・説明の見直し

なども行っています。農業経営を着実に改善・発展させたいと考える農業者の皆さまに、座右の

手引書として活用いただければ幸いです。

　最後に、本書の発行にあたり都道府県農業会議の関係者にご協力いただきました。ここに誌面

を借りて心よりお礼申し上げます。

　　　令和３年７月

①

 都道府県農業委員会ネットワーク機構　 　
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農業者（個人）の令和３年度所得税の改正のあらまし

Ⅰ　令和３年度所得税の主な改正事項 ………………………………………………………  付１ページ

Ⅱ　令和２年度の改正事項のうち、令和３年分の所得税から適用される主なもの ……  付５ページ

○ 　この「あらまし」は、令和３年５月１日現在の法令に基づいて税務署が作成した「令和３年度　所

得税の改正のあらまし」等の中から、特に個人の農業者に関連する部分を抜粋したものです。

○　改正事項の詳しい内容等については、国税庁のホームページや税務署にてご確認ください。

Ⅰ　令和３年度所得税の主な改正事項

１　事業所得等関係

⑴ 　農業経営基盤強化準備金制度（措法24の２）について、対象等を見直しの上、その適用期限が２年

延長されました（措法24の２①）。

⑵ 　中小事業者が機械等を取得した場合の特別償却又は所得税額の特別控除（措法10の３）について、

その対象資産から匿名組合契約その他これに類する一定の契約の目的である事業の用に供するものを

除外した上、その適用期限が２年延長されました（措法10の３①）。

　　《適用関係》 　この改正は、令和３年４月１日以後に取得等をする対象資産について適用されます（改

正法附則27）。

⑶ 　特定中小事業者が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別償却又は所得税額の特別控除につい

て、その適用期限が２年延長されました（措法10の５の３①）。

⑷ 　特定中小事業者が経営改善設備を取得した場合の特別償却又は所得税額の特別控除について、所要

の経過措置が講じられた上、廃止されました（旧措法10の５の２、改正法附則28）。

２　住宅・土地税制

⑴ 　住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除に係る居住の用に供する期間等の特例（新型コロ

ナ税特法６の２）について、次のとおり、措置が講じられました。

　① 　住宅の新築取得等で特別特例取得に該当するものをした個人が、その特別特例取得をした家屋を

令和３年１月１日から令和４年12月31日までの間にその者の居住の用に供した場合には、住宅借入

金等を有する場合の所得税額の特別控除、認定住宅の新築等に係る住宅借入金等を有する場合の所

得税額の特別控除の特例及び東日本大震災の被災者等に係る住宅借入金等を有する場合の所得税額

の特別控除の控除額に係る特例並びにこれらの控除の控除期間の３年間延長の特例を適用すること

ができることとする（新型コロナ税特法６の２①）。

　② 　個人又は住宅被災者が、国内において、特例居住用家屋の新築取得等で特例特別特例取得に該当

するものをした場合には、上記①の住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除に係る居住の

用に供する期間等の特例を適用することができることとする。ただし、その者の13年間の控除期間

のうち、その年分の所得税に係る合計所得金額が1,000 万円を超える年については、この②の特例

を適用しない（新型コロナ税特法６の２④～⑦）。

　（注）１ 　上記①の「特別特例取得」及び上記②の「特例特別特例取得」とは、それぞれその取得に係

る対価の額又は費用の額に含まれる消費税額等相当額が、その取得に係る課税資産の譲渡等に
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